





















 †  大阪産業大学 経済学部 経済学科 准教授
　原稿受理日　 11月20日
 1  ）時永浦三の詳しい経歴に関しては，拙稿「朝鮮総督府官僚のアイルランド認識－時永浦三を手掛か
りとして－」『大阪産業大学経済論集』第11巻第１号 2009年９月，を参照されたい。
 2  ）朝鮮総督府警務局「米国ニ於ケル独立運動ニ関スル調査報告書」1921年９月　近藤剱一編『齋藤総
督の文化統治』友邦シリーズ第16号　宗高書房　1970年（以下「報告書」と略記する），217頁‒218頁。
 3  ）「報告書」223頁‒224頁。
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 4  ）「報告書」218頁。
 5  ）「報告書」219頁‒220頁。
 6  ）「報告書」220頁‒221頁。
 7  ）「報告書」221頁‒222頁。
 8  ）時永浦三「欧米を視察して（其一）」『朝鮮及満洲』165号 1921年６月号，53頁。
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された際，シカゴ付近のエバンストンに在住していた前述の鄭漢慶がニューヨークにおい





てまとまりを維持している点に注目していた。The Korean National Commission は上海
仮政府との関係が深く，上海における朝鮮仮政府の分機関とも称せられており，本部はワ
シントンに置かれ，事務所は元 Continental Building であったが，調査当時には Portland 










ていた。さらに「報告書」が警戒したのは，Holy Trinity 教会主席牧師 Rev. Dr. Floyd 
W. Tomkins，オペール大学教授 Prof. Herbert A.Miller，前ロシア駐在者 Prof. Alfred 
J.G.Schadt，フィラデルフィアの新聞記者 George Benedict，ランスドウン・ストリート・
ヂョンス教会主席牧師 Rev. Croswell Mc Bee，フィラデルフィア・ビラノバ大学長 Rev. 






























た。情報局（Korean Information Bureau）は，フィラデルフィアの Weightman Building, 
1524 Chetnut St. に事務所を有し，第１回朝鮮共和国議会の議事録および講和会議に対す
る請願書をはじめ ’’Mansei’’ Little Martyrs of Korea, Korean Fight for Freedom，Independence 




モア市 John Hopkins 大学歯科を卒業後，ワシントンで開業した人物であると把握されて
いた。彼は1897年ごろ帰鮮し京城にて独立新聞を発行し金玉均らと交遊した後，再び渡米
















立仮政府の行政機関と称される Korean National Commission の下に結集し，国民会がこ
れに資金を供給していると考えられた。すなわち Korean National Commission は独立運
動の中枢として諸団体を包摂し，独立団，興士団および新韓人会の諸団体は過激な直接手
段に訴えようとしている運動家たちが集まって各々団体を形成しているだけであり，この
３団体に属する者は又国民会員であると同時に National Commission に出席し発言してお
り，統一された活動を成していることが明らかとなったのである。さらに宣伝活動を担う
情報局は，上部機関である National Commission に属し，その文書の印刷に当たるととも























































美訳『新聞王ウィリアム・ランドルフ・ハーストの生涯』日経 BP 社 2002年，が詳しい。
（229）




















































　「報告書」は，1920年３月４日，ニューヨークの Music Hall で朝鮮共和国独立宣言１周
年記念会が開催され，日本大使にも招待状が届いたことにも触れている。Philip Jaisohn
が主催したこの会では，Rev. Dr. Charles J.Smith（Pastor of the Evangelical Lutheran 
Church of the Holy Trinity of New York）が祈祷を行い，朝鮮共和国およびアメリカ
の国歌を斉唱したのち独立宣言を朗読し，独立のために犠牲となったり現存する愛国者
のために黙祷を捧げた。Dr.Lemnel H. Marlin（ボストン大学長），Rev.Dr.Edwin Heyel 
Delk（Pastor of St.Matthew’s Lutheran Church of Philadelphia），Rev.Charles J.Smith お








































































































１月号に依拠して，地方選挙に勝利した Sinn Fein は，アメリカでの資金募集運動に大き











































































提供して釈放され，さらに起訴費用として20000ドルを提供した。また，上院議員 Frank P. 
Walsh がカンザス市から来て，ワシントンの弁護士 George A. Berry と共に訴訟代理人と
して４月12日，法廷に立ち，U. S .Commissioner, Richardson の尋問に応じた。法廷は傍













は詳細に論じている。1920年４月６日，ワシントンの Lafyette Hotel でアイルランド共和
国仮大統領 Eamon de Valera が南部アイルランドに旅行するにあたり晩餐会が開催され
たが，席上，クラブのメンバーはイギリスの統治政策を非難し，アイルランドの独立を援
助すべきことを誓ったとされる。カリフォルニア州選出上院議員 Phelan やメリーランド
州選出上院議員 France の同情演説が行われ，Dr. P. P. Claxton 教育局長は，de Valera が
南部において熱心に歓迎を受けるであろうと賛辞を呈していた。de Valera は同情宣言を
感謝したが，それに加えて行動を要求し，アイルランド共和国の承認を訴え，カソリッ











調査を行った。アイルランド独立に同情を有するアメリカ人は，League of the Friends 























のは Sinn Fein Organization の巧妙な宣伝と上院議員や市長たちがアイルランド人の投票












によるものであると考えられた。国務卿 Colby や前国務卿 Lanching も，ともにアイルラ
ンド独立運動に同情的であると見られていた。さらに，Friends of Irish Freedom がアメ
リカ各地に設けられ，上下両院議員は議場だけでなく各地有力者と相結んで同情運動を














Truth Telling Campaign と称する運動を展開したことが挙げられている。Truth Telling 
Campaign は，まず東海岸各地の教会で展開され，1920年１月末には西海岸各地を宣伝し



































































Borah が提案した原案を民主党議員 Walsh が修正した「アイルランド独立同情決議」が，
出席議員60名中１名以外の全員賛成で可決された。さらには，Norris と France 両上院
議員の朝鮮独立に関する同情演説が行われた。第66回第２期議会においては，エジプト
保護権に関する Owen 留保案，アイルランドおよび朝鮮独立同情に関する Shield および
Thomas の修正案が提出され，アイルランド独立同情案に関する Gerry 留保案および朝
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Walsh は，「日本の暴政より脱す」の文句を削除することを提議し Thomas も同意，上院
外交委員長 Lodge は，「民族自決の主義を固持し」の文句を削除することを提議したが，
これは容れられなかった。Thomas は，「旧王国」の文字をデモクラシーに反するものと
して削除した。アイルランド独立同情案を提出していた共和党議員 Gerry は，Thomas 修
正案について，自分の留保案を葬るために提出されたものであるとして Thomas 修正案
を無期延期となす動議を提起したが，34対34の同数となり成立しなかった。共和党議員






しようとする議論が熱心になされた。New Jersey 州選出の下院議員 Hammill は，1920年
５月７日に上院でアイルランド独立同情案が議決されると，新たに着任する駐米イギリス






































of its own ＝「その選ぶ所の政府」であるのか，あるいは Self-government ＝「自治政府」





























































































































































































































































































































































によって，Sinn Fein 党は，Nationalist や Unionist よりも多数の当選者を出しイギリス議
会で73名を占めたが，彼らはイギリス議会には出席を拒否した。さらに1920年１月15日地
方選挙においても Sinn Fein 党は優勢を保ち，候補者の85％が当選した。最もイギリスの
影響が大きいと考えられていた Londonderry でも Unionist は当選せず，アルスターでも
アイルランド自決の投票は多数を占めた。これはロイド・ジョージが議会に提案中であっ












アイルランド人は Home Rule 法案に反対して完全な独立を要求するに至っていた。こう
した治安の悪化に関しては，イギリスによる軍隊派遣や警官による問題行動にも原因があ
るものの，アメリカにおける民族自決主義の提唱が大きな影響を与えていると「報告書」
は結論付けていた。さらに1920年４月 Sinn Fein 党の犯罪容疑者104人が Mountjoy 監獄に















を名乗っていた de Valera の捜索を行った。アメリカにおいても，先に述べたように，３
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US Report by TOKINAGA Urazo
: Korean and Irish Independence Movement in the United States
 KATO Michiya　
Abstract
　TOKINAGA Urazo, an official of Japanese Government-General of Korea, visited the US 
in 1919 in order to investigate the Korean Independence Movement in the US. He wrote the 
Report on it in 1920 and the Japanese Government-General of Korea edited it for internal use. 
In the Report, TOKINAGA compared the Korean Independence Movement with the Irish 
one and at the same time, considered its inﬂuence in the international context. As a result, 
he concluded that the inﬂuence of the Korean Independence Movement in the US was quite 
limited unlike the Irish one and the Japanese Government-General of Korea was able to keep 
Colonial Korea under the Japanese rule.
Key Words： TOKINAGA Urazo, Korea, Ireland, the United States, Independence Movement
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